
な
い
状
況
な
ど
に
よ
る
特
例
的
な
入
所
は

可
能
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

低
所
得
者
の
保
険
料
軽
減
の
拡
充
に
つ

い
て
は
、
住
民
税
非
課
税
世
帯
に
つ
い
て

所
得
区
分
を
細
分
化
し
、
保
険
料
の
負
担

割
合
の
軽
減
を
図
り
ま
す
。

　

留
萌
市
の
第
６
期（
平
成
27
〜
29
年
度
）

の
介
護
保
険
料
は
、
３
月
ま
で
の
６
段
階

か
ら
、
国
が
示
し
て
い
る
９
段
階
に
移
行

し
ま
し
た
。（
図
２
）

　

第
５
段
階
の
保
険
料
基
準
額
の
月
額

は
、
第
５
期
（
24
〜
26
年
度
）
の
保
険
料

基
準
額
４
３
１
７
円
か
ら
４
・
５
％
上
昇

し
て
４
５
１
３
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

さ
ら
に
、
低
所
得
者
負
担
の
軽
減
の
観

点
か
ら
保
険
料
に
別
枠
で
公
費
負
担
を
投

入
す
る
制
度
が
新
た
に
設
け
ら
れ
、
第
１

段
階
か
ら
第
３
段
階
ま
で
の
被
保
険
者
の

負
担
額
が
軽
減
さ
れ
ま
す
。

　

市
で
は
、
地
域
の
住
民
と
団
体
な
ど
と

の
連
携
お
よ
び
協
力
体
制
の
構
築
を
図
る

と
と
も
に
、
地
域
で
高
齢
者
を
支
え
る
た

め
の
さ
ま
ざ
ま
な
社
会
資
源
の
把
握
に
努

め
、
既
存
の
団
体
な
ど
に
よ
る
新
た
な
活

動
の
展
開
へ
の
支
援
や
有
効
活
用
を
図
っ

て
い
き
ま
す
。
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　高齢者の施策を総合的かつ計画的に進めるとともに、地域包括ケ
アシステムの構築に向け、施設展開の方策などを定めています。

市・介護支援課　　４９‐６０７０

第 6期高齢者保健福祉計画・
介護保険事業計画が始まります

問

▲図２　所得段階別保険料　※ 29年度からは、第１～３段階の年額保険料が上記の額から変更になる予定です。 ▲図１　地域包括ケアシステムの姿

　

留
萌
市
で
は
、
高
齢
者
が
安
心
で
き
る

暮
ら
し
を
支
援
す
る
た
め
、「
住
み
慣
れ

た
地
域
で
、
共
に
支
え
あ
い
な
が
ら
、
生

き
生
き
と
笑
顔
あ
ふ
れ
る
ま
ち
づ
く
り
」

を
基
本
理
念
と
し
、
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス

テ
ム
の
構
築
を
推
進
し
て
い
き
ま
す
。

　

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
と
は
、
高
齢

者
が
住
み
慣
れ
た
地
域
で
有
す
る
能
力
に

応
じ
て
可
能
な
限
り
自
立
し
た
日
常
生
活

を
営
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
医
療
・
介

護
・
介
護
予
防
・
生
活
支
援
・
住
ま
い
な

ど
の
サ
ー
ビ
ス
が
一
体
的
に
切
れ
目
な
く

提
供
で
き
る
体
制
で
す
。（
図
１
）

　

ま
た
、
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構

築
に
向
け
た
国
の
制
度
改
正
も
行
わ
れ
て

き
て
お
り
、
全
国
一
律
の
サ
ー
ビ
ス
提
供

か
ら
地
域
に
合
わ
せ
た
内
容
に
変
更
で
き

る
な
ど
こ
れ
ま
で
よ
り
も
多
様
な
サ
ー
ビ

ス
提
供
が
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。

住 ま い

生活支援・介護予防

医　療 介　護

地域包括支援センター
ケアマネジャー

いつまでも元気に暮らすために

介護が必要になったら

通 院 通 所

入 院 入 所日常の医療／病院

相談業務・サービスの
コーディネートを行う

在宅系サービス
介護予防サービス
施設・居住系サービス

※地域包括ケアシステムは、
　おおむね 30 分以内に必要な　
　サービスが提供される日常生
　活圏域（具体的には中学校区）
　を単位として想定しています。

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム

多
様
な
サ
ー
ビ
ス
提
供
へ

　

平
成
27
年
４
月
１
日
に
施
行
さ
れ
た

「
地
域
に
お
け
る
医
療
及
び
介
護
の
総
合

的
な
確
保
を
推
進
す
る
た
め
の
関
係
法
律

の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
」
に
よ
り
介
護

介
護
保
険
法
が
改
正

支
え
合
い
体
制
づ
く
り
推
進

保
険
法
で
は
、
主
に
①
地
域
包
括
ケ
ア
シ

ス
テ
ム
の
構
築
に
向
け
た
地
域
支
援
事
業

の
見
直
し
②
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の
新

規
入
所
者
を
要
介
護
３
以
上
に
限
定
③
低

所
得
者
の
介
護
保
険
料
軽
減
を
拡
充
④
一

定
以
上
の
所
得
の
あ
る
利
用
者
の
自
己
負

担
を
２
割
へ
引
き
上
げ
⑤
補
足
給
付
（
低

所
得
の
施
設
利
用
者
の
食
費
・
居
住
費
の

補
て
ん
）
に
資
産
を
勘
案
の
５
項
目
が
改

正
さ
れ
ま
し
た
。

　

特
に
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構
築

に
向
け
た
地
域
支
援
事
業
の
見
直
し
で

は
、
介
護
保
険
給
付
の
要
支
援
１
〜
２
の

方
に
向
け
た
「
予
防
給
付
」
の
う
ち
、
訪

問
介
護
（
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
）
と

通
所
介
護
（
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
）
の
２
つ
を

こ
れ
ま
で
の
全
国
一
律
の
サ
ー
ビ
ス
提
供

か
ら
、
地
域
の
実
情
に
合
わ
せ
た
内
容
な

ど
に
変
更
で
き
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　

こ
れ
に
よ
り
、
介
護
予
防
の
担
い
手
が

Ｎ
Ｐ
Ｏ
団
体
や
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
団
体
な
ど

介
護
の
専
門
家
以
外
に
広
が
り
、
地
域
の

全
体
で
高
齢
者
を
支
え
合
う
体
制
づ
く
り

の
推
進
に
つ
な
が
る
こ
と
が
期
待
で
き
ま

す
。

　

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の
新
規
入
所
者

は
、
よ
り
介
護
の
必
要
性
が
高
い
「
要
介

護
３
」
以
上
に
限
定
さ
れ
ま
し
た
。
た
だ

し
、
要
介
護
１
〜
２
の
方
で
も
や
む
を
得

老人クラブ・自治会・ボランティア・ＮＰＯなど

留萌市の介護保険料年額（平成 27年度から 29年度まで）
65 歳以上の方の介護保険料は、所得に応じて下記の９段階に分けられます。

第１段階

第２段階

第３段階

第４段階

第５段階

第６段階

第７段階

第８段階

第９段階

算出基準

基準額
    × 0.45
基準額
    × 0.75
基準額
    × 0.75
基準額
    × 0.9

基準額

基準額
    × 1.2
基準額
    × 1.3
基準額
    × 1.5
基準額
    × 1.7

年額保険料

24,300 円

40,500 円

40,500 円

48,600 円

54,100 円

64,900 円

70,300 円

81,100 円

91,900 円

所得区分
生活保護を受けている方、老齢福祉年金受給者で世帯全員が市民税非課税の
方、世帯全員が市民税非課税の方で本人所得＋年金収入が 80万円以下の方

世帯全員が市民税非課税の方で本人所得＋年金収入が 80万円を超え 120 万
円以下の方

世帯全員が市民税非課税の方で本人所得＋年金収入が 120 万円を超える方

世帯の中に市民税課税者がいて、本人は市民税非課税の方で本人所得＋年
金収入が 80万円以下の方
世帯の中に市民税課税者がいて、本人は市民税非課税の方で本人所得＋年
金収入が 80万円を超える方

市民税課税で合計所得金額が 120 万円未満の方

市民税課税で合計所得金額が 120 万円以上 190 万円未満の方

市民税課税で合計所得金額が 190 万円以上 290 万円未満の方

市民税課税で合計所得金額が 290 万円以上の方

介
護
保
険
料
が
９
段
階
に

基
準
額
は
月
額
４
５
１
３
円

病気になったら


